
令 和 ３ 年 度

熊本市下水道事業会計予算書

熊 本 市 上 下 水 道 局



(1)

(2) 　

(3)

(4)

ポンプ場、処理場築造費

20,856千円

支          出

第１款　下水道事業費用

第１項

第３項             

営 業 費 用

18,455,729千円

16,265,063千円

第２項 営 業 外 費 用

31,100千円

4,525,910千円

（収益的収入及び支出）

特 別 利 益

第２項             

予 備 費 5,000千円

第３項 特 別 損 失

第４項

建設改良費（雨水）

20,375,700千円

12,340,085千円

8,014,759千円営 業 外 収 益

営 業 収 益

第１款  下水道事業収益

第１項             

2,154,566千円

議 第 19 号

令和３年度熊本市下水道事業会計予算

（総　則）

第１条　令和３年度熊本市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

令 和 3 年 2 月 19 日 提 出

収          入

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

12,120ha

90,236,000㎥

排 水 区 域 面 積

年 間 総 処 理 水 量

247,222㎥

6,382,220千円

主 要 な 建 設 改 良 事 業

管渠布設費

210,722千円

一 日 平 均 処 理 水 量

固定資産購入費 16,897千円



第３項

第４項

　 　

第１款  資本的支出

建設改良費（雨水）

企 業 債 償 還 金 9,072,022千円第３項

第１款  資本的収入

　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 670,600千円で補てんするものとす

（資本的収入及び支出）

12,066,327千円

  る。）。

収          入

第２項

30,000千円第２項

210,722千円

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出

　額に対し不足する額 8,755,296千円は、過年度分損益勘定留保資金 8,084,696千円並びに

第１項

122,389千円

補 助 金 （ 雨 水 ）

企 業 債

企 業 債 ( 雨 水 ）

第１項

負 担 金

31,000千円

支          出

第６項

第５項

20,821,623千円

11,528,879千円

4,718,179千円補 助 金

7,151,000千円

出 資 金 13,759千円

証書借入
又は

証券発行

公共下水道築造事業
（令和３年度施設分）

期        間

（債務負担行為）

10,000千円第４項 予 備 費

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事          項

東部浄化センター運転管理業務委託
（令和３年度追加分）

令和4年度～令和5年度 195,000千円 

西部浄化センター運転管理業務委託
（令和３年度追加分）

令和4年度～令和5年度 66,000千円 

建 設 改 良 費

（企  業  債）

政府資金等について
は、その融資条件に
より、銀行その他の
場合にはその債権者
と協定するところに
よる。ただし、財政
の都合により繰上償
還することがある。

償還の方法起債の方法

981,000千円

30,000千円

令和4年度～令和5年度

限度額

1,950,000千円 

起債の目的

公共下水道築造事業

限度額

6,120,000千円

利  率

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める｡

流域下水道築造事業

下水道事業債(特別措置分)

50,000千円

年5%以内。ただ
し､利率見直し方
式で借り入れる場
合､利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率とする。

公共下水道築造事業(雨水)



（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、5,000,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 営業費用及び営業外費用の間の流用（消費税及び地方消費税に限る。）

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の

　金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費

　の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1)

(2)

（他会計からの補助金）

第１０条　下水道事業会計の経営基盤確立のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額

　は、4,645,509千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第１１条　たな卸資産の購入限度額は、200,000千円と定める。

熊　本　市　長     大　西　一　史　　

1,519,029千円

交 際 費

職員給与費

100千円



予算に関する説明書



予定額（千円） 　　　　　　　　　　　　　備　　　　　　　　　　　　考

1
下 水 道
事 業 収 益

20,375,700

1 営 業 収 益 12,340,085

1 下 水 道 使 用 料 11,324,492 下水道使用料収入

2 負 担 金 1,014,721 雨水処理に対する一般会計負担金等

3 そ の 他 営 業 収 益 872 排水設備工事店申請手数料等

2 営 業 外 収 益 8,014,759

1 受 取 利 息 136 預金利息

2 他 会 計 補 助 金 2,626,358 下水道事業に対する一般会計補助金

 3 雑 収 益 38,064 電力使用料収入等

4 長 期 前 受 金 戻 入 5,350,201 過去に収受した国庫補助金等の収益化

3 特 別 利 益 20,856

1 過年度損益修正益 1,378 下水道使用料の未払還付金時効分

2 そ の 他 特 別 利 益 19,478 北部流域下水道に係る建設負担金の過年度分戻入額

収益的収入及び支出　

令和3年度熊本市下水道事業会計当初予算実施計画

収　　　　入

款 項 目



予定額（千円） 　　　　　　　　　　　　備         　　　　　　　  考

1
下 水 道
事 業 費 用

18,455,729

1 営 業 費 用 16,265,063

1 管 渠 費 826,537 管渠の維持管理に要する経費

2 ポ ン プ 場 費 419,301 中継ポンプ場等の維持管理に要する経費

3 処 理 場 費 2,678,771 処理場の維持管理に要する経費

4 水 質 規 制 費 68,125 水質の検査及び排水の規制に要する経費

5 普 及 指 導 費 166,719 接続促進に要する経費

6 水 洗 化 促 進 費 170 水洗化促進に要する経費

7 維 持 管 理 負 担 金 556,096 北部流域下水道等に係る管理運営費負担金

8 業 務 費 463,688 下水道使用料の徴収に要する経費

9 総 係 費 526,703 事業運営管理に要する総括的諸経費

10 減 価 償 却 費 10,260,000 固定資産の減価償却費

11 資 産 減 耗 費 298,953 固定資産の除却費等

2 営 業 外 費 用 2,154,566

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 1,851,191 企業債の利息

2 雑 支 出 3,375 下水道使用料の過年度返還金等

3
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 300,000 消費税及び地方消費税の納税予定額

3 特 別 損 失 31,100

1 過年度損益修正損 15,100 下水道使用料の過年度分調定減額等

2 そ の 他 特 別 損 失 16,000 過年度分維持管理負担金の精算等

4 予 備 費 5,000

1 予 備 費 5,000

目

支　　　　出

款 項



予定額（千円）

1 資本的収入 12,066,327

1 企 業 債 7,151,000

1 建 設 企 業 債 6,170,000

2 そ の 他 企 業 債 981,000 下水道事業債（特別措置分）

2 企 業 債 （ 雨 水 ） 30,000

1 建設企業債（雨水） 30,000 建設改良費（雨水）に充当

3 出 資 金 13,759

1 他 会 計 出 資 金 13,759 災害復旧債の償還元金に対する一般会計出資金

4 補 助 金 4,718,179

1 国 （ 県 ） 補 助 金 2,699,028

2 他 会 計 補 助 金 2,019,151 下水道事業債の償還元金等に対する一般会計補助金

5 補 助 金 （ 雨 水 ） 31,000

1 国（県）補助金（雨水） 31,000

6 負 担 金 122,389

1 他 会 計 負 担 金 17,689

2 整 備 負 担 金 104,700 下水道築造に係る受益者負担金等

建設改良費（管渠布設費等）に充当

備         　　　　　　　  考

 

款 項

雨水用地費に係る償還元金に対する一般会計負担金

目

資本的収入及び支出

収　　　　入

社会資本整備総合交付金及び防災・安全交付金
　（補助率　５．５／１０、１／２）

防災・安全交付金
　（補助率　１／２）



予定額（千円）

1 資本的支出 20,821,623

1 建 設 改 良 費 11,528,879

1 管 渠 布 設 費 6,382,220 管渠の建設及び改良等に要する経費

2 ポ ン プ 場 築 造 費 118,000 ポンプ場施設の建設及び改良等に要する経費

3 処 理 場 築 造 費 4,407,910 処理場施設の建設及び改良等に要する経費

4 築 造 総 務 費 528,639 建設改良工事に携わる職員の人件費等

5 建 設 負 担 金 59,683 北部流域下水道等の建設改良に対する負担金

6 固 定 資 産 購 入 費 16,897 マンホールトイレの購入費等

7 リース債務支払額 15,530 リース債務の支払に要する経費

2 建設改良費（雨水） 210,722

1 管渠布設費（雨水） 170,000 雨水に係る管渠の建設及び改良等に要する経費

2 築造総務費（雨水） 8,356 雨水に係る事務等に要する経費

3 固定資産購入費（雨水） 32,000 雨水施設の建設改良に対する負担金

4 リース債務支払額（雨水） 366 雨水に係るリース債務の支払に要する経費

3 企 業 債 償 還 金 9,072,022

1 企 業 債 償 還 金 9,072,022 既借入企業債の償還元金

4 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000 　

備         　　　　　　　  考款 項 目

支　　　　出



（単位：千円）

１．業務活動によるキャッシュ・フロー ２．投資活動によるキャッシュ・フロー

（1） 当年度純利益（△は純損失） 1,593,496 （1） 有形固定資産の取得による支出 △ 10,619,788

（2） 減価償却費 10,260,000 （2） 無形固定資産の取得による支出 △ 83,350

（3） 有形固定資産の除却 298,150 （3） 国庫補助金等による収入 2,730,028

（4） 退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 68,335 （4） 建設改良等の財源に充てるための整備負担金等による収入 104,700

（5） 長期前受金戻入額 △ 5,350,201 （5） 一般会計からの繰入金による収入 2,036,840

（6） 受取利息及び受取配当金 △ 136 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 5,831,570

（7） 支払利息 1,851,191

小計 8,584,165 ３．財務活動によるキャッシュ・フロー

（8） 利息及び配当金の受取額 136 （1） 建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 7,181,000

（9） 利息の支払額 △ 1,851,191 （2） 建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 9,058,098

業務活動によるキャッシュ・フロー 6,733,110 （3） その他の企業債の償還による支出 △ 13,924

（4） 一般会計からの出資金による収入 13,759

（5） リース債務返済による支出 △ 15,896

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,893,159

資金増減額（△は減少） △ 991,619

資金期首残高 6,580,881

資金期末残高 5,589,262

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）

令和3年度熊本市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書



給 与 費 明 細 書 
1 総 括 

(1) 会計年度任用職員以外の職員 

区分 

職員数 給与費 
法定福利費 

（千円） 

合計 

（千円） 特別職 

（人） 

一般職 

（人） 

給料 

（千円） 

手当 

（千円） 

計 

（千円） 

本年度 0 161 (    22) 684,548 508,862 1,193,410 233,453 1,426,863 

前年度 0 157 (    24) 680,666 504,576 1,185,242 222,182 1,407,424 

比較 0 4 (△   2) 3,882 4,286 8,168 11,271 19,439 

※ 1 （ ）内は、再任用短時間勤務職員について外書き。 

※ 2 手当及び法定福利費には、退職給付引当金繰入額並びに賞与等引当金繰入額を含む。 

 

手 

当 

の 

内 

容 

区分 
管理職手当 

（千円） 

扶養手当 

（千円） 

住居手当 

（千円） 

通勤手当 

（千円） 

特殊勤務手当 

（千円） 

時間外勤務手当 

（千円） 

休日勤務手当 

（千円） 

本年度 6,977 20,106 17,905 11,236 7,698 81,462 4,324 

前年度 5,544 22,482 14,997 12,558 8,333 81,339 4,380 

比 較 1,433 △2,376 2,908 △1,322 △635 123 △56 

区分 
夜間勤務手当 

（千円） 

期末手当 

（千円） 

勤勉手当 

（千円） 

児童手当 

（千円） 

管理職員 

特別勤務手当 

（千円） 

退職給付 

（千円） 

地域手当 

（千円） 

本年度 2,954 155,356 111,878 11,805 196 76,296 669 

前年度 2,427 156,255 109,984 12,840 78 72,825 534 

比 較 527 △899 1,894 △1,035 118 3,471 135 

※ 1 期末手当及び勤勉手当には、賞与等引当金繰入額を含む。 

※ 2 退職給付には、退職給付引当金繰入額を含む。 

 

 

 



(2) 会計年度任用職員 

区分 
職員数 

（人） 

給与費 
法定福利費 

（千円） 

合計 

（千円） 給料 

（千円） 

手当 

（千円） 

計 

（千円） 

本年度 0 (  37) 61,995 17,067 79,062 13,104 92,166 

前年度 0 (  38) 64,845 20,299 85,144 12,958 98,102 

比較 0 (△ 1) △2,850 △3,232 △6,082 146 △5,936 

※ （ ）内は、会計年度任用職員の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の

勤務時間に比し短い職員について外書き。 

 

手 

当 

の 

内 

容 

区分 
通勤手当 

（千円） 

特殊勤務手当 

（千円） 

時間外勤務手当 

（千円） 

期末手当 

（千円） 

本年度 1,997 872 1,855 12,343 

前年度 3,010 720  2,752 13,817 

比較 △1,013 152 △897 △1,474 

※ 期末手当には、賞与等引当金繰入額を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2 給料及び手当の増減額の明細 

(1) 会計年度任用職員以外の職員 
区分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説明 

給料 3,882 

給与改定に伴う増減分   

昇 給 に 伴 う 増 加 分   

そ の 他 の 増 減 分 3,882 人員増等に伴う増加分 

手当 4,286 
制度改正に伴う増減分 △2,909 期末手当減等に伴う減少分 

そ の 他 の 増 減 分 7,195 人員増、退職給付引当金繰入額増等に伴う増加分 

 

(2) 会計年度任用職員 
区分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説明 

給料 △2,850 

給与改定に伴う増減分   

昇 給 に 伴 う 増 加 分   

そ の 他 の 増 減 分 △2,850 人員減に伴う減少分 

手当 △3,232 
制度改正に伴う増減分   

そ の 他 の 増 減 分 △3,232 人員減及び時間外勤務手当減等に伴う減少分 

 

3 給料及び手当の状況 

(1) 職員1人当たり給与 
区分 事務職 技術職 業務職 

令和3年1月1日現在 

平均給料月額 （円） 352,364 306,899 368,541 

平均給与月額 （円） 394,544 367,271 419,103 

平 均 年 齢 （歳） 47.4 39.8 52.6 

令和2年1月1日現在 

平均給料月額 （円） 359,564 305,315 362,907 

平均給与月額 （円） 400,619 381,586 419,155 

平 均 年 齢 （歳） 48.2 39.6 51.4 

 

(2) 初任給 
区分 事務・技術職（円） 業務職（円） 一般会計の制度（円） 

高校卒 155,300 149,100 155,300 

大学卒 190,500 ― 190,500 

※ 初任給については、令和3年1月1日の額を記載。 



(3) 級別職員数 

区分 

事務職 技術職 業務職 

級 
職員数 

（人） 

構成比 

（％） 
級 

職員数 

（人） 

構成比 

（％） 
級 

職員数 

（人） 

構成比 

（％） 

令 

和 

3 

年 

1 

月 

1 

日 

現 

在 

1級 2 ( 0 )    4.9 (   0.0) 1級 15 ( 0 )   15.0 (   0.0) 1級 0 ( 0 )    0.0 (   0.0) 

2級 3 ( 0 )    7.3 (   0.0) 2級 10 ( 0 )   10.0 (   0.0) 2級 0 ( 0 )    0.0 (   0.0) 

3級 6 ( 4 )   14.6 ( 100.0) 3級 33 ( 14 )   33.0 ( 100.0) 3級 0 ( 1 )    0.0 ( 100.0) 

4級 18 ( 0 )   43.9 (   0.0) 4級 18 ( 0 )   18.0 (   0.0) 4級 1 ( 0 )   5.0 (   0.0) 

5級 10 ( 0 )   24.4 (   0.0) 5級 19 ( 0 )   19.0 (   0.0) 5級 19 ( 0 )   95.0 (   0.0) 

6級 2 ( 0 )    4.9 (   0.0) 6級 4 ( 0 )    4.0 (   0.0) 6級 0 ( 0 )    0.0 (   0.0) 

7級 0 ( 0 )    0.0 (   0.0) 7級 1 ( 0 )    1.0 (   0.0) 7級 0 ( 0 )    0.0 (   0.0) 

8級 0 ( 0 )    0.0 (   0.0) 8級 0 ( 0 )    0.0 (   0.0) 8級 0 ( 0 )    0.0 (   0.0) 

計   41 (   4) 100.0 ( 100.0) 計   100 (  14) 100.0 ( 100.0) 計   20 (   1) 100.0 ( 100.0) 

令 

和 

2 

年 

1 

月 

1 

日 

現 

在 

1級 2 ( 0 )    4.8 (   0.0) 1級 14 ( 0 )   14.4 (   0.0) 1級 0 ( 0 )    0.0 (   0.0) 

2級 2 ( 0 )    4.8 (   0.0) 2級 16 ( 0 )   16.5 (   0.0) 2級 0 ( 0 )    0.0 (   0.0) 

3級 5 ( 3 )   11.9 ( 100.0) 3級 23 ( 16 )   23.7 ( 100.0) 3級 0 ( 1 )    0.0 ( 100.0) 

4級 18 ( 0 )   42.9 (   0.0) 4級 21 ( 0 )   21.7 (   0.0) 4級 4 ( 0 )   18.2 (   0.0) 

5級 14 ( 0 )   33.3 (   0.0) 5級 19 ( 0 )   19.6 (   0.0) 5級 18 ( 0 )   81.8 (   0.0) 

6級 1 ( 0 )    2.3 (   0.0) 6級 3 ( 0 )    3.1 (   0.0) 6級 0 ( 0 )    0.0 (   0.0) 

7級 0 ( 0 )    0.0 (   0.0) 7級 1 ( 0 )    1.0 (   0.0) 7級 0 ( 0 )    0.0 (   0.0) 

8級 0 ( 0 )    0.0 (   0.0) 8級 0 ( 0 )    0.0 (   0.0) 8級 0 ( 0 )    0.0 (   0.0) 

計   42 (   3) 100.0 ( 100.0) 計   97 (  16) 100.0 ( 100.0) 計   22 (   1) 100.0 ( 100.0) 

※ （ ）内は、再任用短時間勤務職員について外書き。 



（級別の基準職務内容）                                         (4) 昇給 

区分 合計 
代表的な職種 

事務・技術職 業務職 

本年度 

職員数(A)(人) 161 141 20 

昇給に係る職員数(B)(人) 161 141 20 

号給数別内訳 

2号給(人) 0 0 0 

4号給(人) 140 122 18 

6号給(人) 21 19 2 

8号給(人) 0 0 0 

比率(B)/(A)(%) 100.0 100.0 100.0 

前年度 

職員数(A)(人) 161 141 20 

昇給に係る職員数(B)(人) 126 111 15 

号給数別内訳 

2号給(人) 5 4 1 

4号給(人) 100 88 12 

6号給(人) 21 19 2 

8号給(人) 0 0 0 

比率(B)/(A)(%) 78.3 78.7 75.0 

 

 

※ 級別の基準職務内容については、令和3年1月1日の状況を記載。 

 

 

(5) 特殊勤務手当 
区分 全職種 事務職 技術職 業務職 

給料総額に対する比率 (％) 1.2 0.1 1.3 3.0 

支給対象職員の比率（令和3年1月1日現在）  (％) 95.1 95.6 94.0 100.0 

支給対象職員1人当たり平均支給月額 (円) 3,807 90 3,940 10,899 

代表的な特殊勤務手当の名称  清掃等作業手当、特殊清掃作業手当 

 

 

 

 

企業職 

1級 2級 3級 4級 

 

定型的な業務

を行う主事及

び技師の職務 

 

 

 

 

 

相当の知識、

技術又は経験

を必要とする

業務を行う主

事及び技師の

職務 

 

 

主任主事及び

主任技師の職

務 

 

 

 

 

 

主査の職務 

 

 

 

 

 

 

5級 6級 7級 8級 

 

主幹の職務 

 

 

 

 

 

 

 

課長の職務 

 

 

 

 

 

 

 

部長の職務 

 

 

 

 

 

 

 

総括審議員の

職務 

 

 

 

 

 



(6) 期末手当・勤勉手当 

区分 
支給期別支給率 支給率計 

（月分） 

職制上の段階、職務の

級等による加算措置 
備考 

6月（月分） 12月（月分） 

本年度 2.225 (1.175 ) 2.225 (1.175 )    4.450 (   2.350) 有  

前年度 2.250 (1.175 ) 2.200 (1.175 )    4.450 (   2.350) 有  

一般会計の制度 2.225 (1.175 ) 2.225 (1.175 )    4.450 (   2.350) 有  

※ （ ）内は、再任用短時間勤務職員について外書き。 

 

 

(7) 定年退職及び早期退職に係る退職手当                                    (8) その他の手当 

区分 一般会計の制度との異同 差異の内容 

扶養手当 同 じ ― 

住居手当 同 じ ― 

通勤手当 同 じ ― 

地域手当 同 じ ― 

 

 

区分 
20年勤続の者 

（月分） 

25年勤続の者 

（月分） 

35年勤続の者 

（月分） 

支給率等 24.587 33.271 47.709 

一般会計の制度 24.587 33.271 47.709 

※ 支給率等については、令和3年1月1日の状況を記載。 



期　間 金　額 期　間 金　額 国県補助金 企業債 その他

千円 年度 千円 年度 千円 千円 千円 千円

東部浄化センター運転管理業務委
託

3,170,000 平成30～令和2 1,266,935 令和3～5 1,903,065 1,903,065

東部浄化センター運転管理業務委
託（令和3年度追加分）

195,000 令和3～5 195,000 195,000

西部浄化センター運転管理業務委
託

1,530,000 平成30～令和2 595,387 令和3～5 934,613 934,613

西部浄化センター運転管理業務委
託（令和3年度追加分）

66,000 令和3～5 66,000 66,000

下水汚泥処分事業 1,122,000 令和2 令和3～5 977,906 977,906

南部浄化センター運転管理業務委
託

1,459,400 令和2 令和3～5 1,325,236 1,325,236

公共下水道築造事業
（令和2年度施設分）

5,132,500 令和3～5 4,327,607 2,302,930 2,024,500 177

公共下水道築造事業（雨水）
（令和2年度施設分）

131,000 令和3～4 123,310 61,640 61,200 470

公共下水道築造事業
（令和3年度施設分）

1,950,000 令和4～5 1,950,000 1,072,500 877,500 0

債務負担行為に関する調書

事         項 限度額

前年度末までの
支払義務発生（見込）額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

左の財源内訳

熊本市下水汚泥固形燃料化施設

7,972,000千円
に物価指数を
基にした増減
額を加算した
額

平成23～令和2 3,750,253 令和3～14 2,581,745 2,581,745



1

(1)

イ 9,781,396

ロ 13,974,669

△ 7,676,714 6,297,955

ハ 328,593,082

△ 98,356,878 230,236,204

　 ニ 80,740,589

△ 55,333,866 25,406,723

ホ 38,347

△ 29,022 9,325

ヘ 143,107

△ 104,559 38,548

ト 69,588

△ 65,773 3,815

チ 4,345,487

276,119,453

(2)

イ 2,989,937

2,989,937

(3)

イ 50,000

ロ 5,268

△ 1,874

53,394

279,162,784

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金

貸 付 金

貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

機 械 及 び 装 置

令和3年度熊本市下水道事業予定貸借対照表
（　令和4年3月31日　）

（単位：千円）

資　産　の　部
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額



2

(1) 5,589,262

(2) 2,294,794

△ 43,194 2,251,600

(3) 16,192

(4) 3,073,428

10,930,482

290,093,266

3

(1)

イ 121,597,187

ロ 68,822

121,666,009

(2) 4,198

(3)

イ 1,161,313

1,161,313

122,831,520

4

(1)

イ 9,033,387

ロ 13,925

9,047,312

(2) 4,199

(3) 2,460,852

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

引 当 金 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　債　の　部
固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

前 払 金

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品



(4)

イ 109,633

109,633

(5) 116,026

11,738,022

5

(1) 211,284,338

(2) △ 91,768,748

119,515,590

254,085,132

6 27,521,084

7

(1)

イ 371,923

ロ 4,950,086

ハ 41,516

5,363,525

(2)

イ 3,123,525

3,123,525

8,487,050

36,008,134

290,093,266負 債 資 本 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 担 金

資　本　の　部

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

引 当 金 合 計



注記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

　１　資産の評価基準及び評価方法 　１　リース取引の処理方法

　　　たな卸資産の評価基準及び評価方法は移動平均法による。 　　　リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売

　２　固定資産の減価償却の方法 　　買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

 　（1）有形固定資産（リース資産は除く）は定額法による。 　　　リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃

 　（2）無形固定資産（リース資産は除く）は定額法による。 　　貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

 　（3）リース資産 　２　賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リー

　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 　　ス料相当額

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。 　　　１年内　 　3,208千円

　３　引当金の計上方法 　　　１年超　 　1,697千円

　 （1）退職給付引当金 　　　　計　　　 4,905千円

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当要支給額に

　　　相当する金額を計上している。 Ⅳ．その他の注記

　 （2）賞与等引当金 　１　引当金の取崩し

　　　　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれらに伴い発生する法定福利費の支払い 　 （1）退職給付引当金の取崩し

　　　に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額の 　　　　当事業年度において、退職手当として 144,631千円を支給する予定のため、退職

　　　うち当事業年度の負担に属する額（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上してい 　　　給付引当金 144,631千円を取り崩す見込みである。

　　　る。 　 （2）賞与等引当金の取崩し

　 （3）貸倒引当金 　　　　当事業年度において、期末手当、勤勉手当及びこれらに伴い発生する法定福利費

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上 　　　として 333,885千円を支給する予定のため、賞与等引当金 83,609千円を取り崩す

　　　している。 　　　見込みである。

　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　予定貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度末日の翌日から起算して１年

　　以内に償還予定のものも含む。）のうち、繰出基準に基づき一般会計が負担すると見

　　込まれる額は 62,019,415千円である。



(単位：千円）

1 営 　業 　収 　益

(1) 下 水 道 使 用 料 10,191,556

(2) 負 担 金 1,013,830

(3) そ の 他 営 業 収 益 　 672 11,206,058

2 営 　業 　費 　用

(1) 管 渠 費 823,948

(2) ポ ン プ 場 費 411,714

(3) 処 理 場 費 2,486,549

(4) 水 質 規 制 費 70,633

(5) 普 及 指 導 費 138,106

(6) 水 洗 化 促 進 費 200

(7) 維 持 管 理 負 担 金 510,989

(8) 業 務 費 399,445

(9) 総 係 費 545,599

(10) 減 価 償 却 費 　 10,185,635

(11) 資 産 減 耗 費 181,264 15,754,082

営　　　業　　　損　　　失　 4,548,024

令和2年度熊本市下水道事業予定損益計算書

( 令和2年4月1日から令和3年3月31日まで ）



3 営　　業　　外　　収　　益

(1) 受 取 利 息 443

(2) 他 会 計 補 助 金 　 2,789,569

(3) 雑 収 益 31,511

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 5,198,987 8,020,510

4 営　　業　　外　　費　　用 　　

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 　 1,924,352

(2) 雑 支 出 9,070 1,933,422 6,087,088

経　　　常　　　利　　　益 　 1,539,064

5 特　　　別　　　利　　　益

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 4,182

(2) そ の 他 特 別 利 益 18,036 22,218

6 特　　　別　　　損　　　失

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 17,668

(2) そ の 他 特 別 損 失 8,585 26,253 △ 4,035

7 予　　　　　備　　　　　費

(1) 予 備 費 　 5,000 5,000 △ 5,000

1,530,029

2,600,000

△ 2,600,000

1,530,029

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金



1

(1)

イ 9,781,396

ロ 13,820,996

△ 7,477,090 6,343,906

ハ 324,979,887

△ 95,557,280 229,422,607

　 ニ 79,852,535

△ 53,957,112 25,895,423

ホ 37,885

△ 27,693 10,192

ヘ 141,701

△ 99,982 41,719

ト 69,588

△ 47,505 22,083

チ 4,345,487

275,862,813

(2)

イ 3,101,587

3,101,587

(3)

イ 50,000

ロ 5,268

△ 1,874

53,394

279,017,794

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金

貸 付 金

貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

機 械 及 び 装 置

令和2年度熊本市下水道事業予定貸借対照表
（　令和3年3月31日　）

（単位：千円）

資　産　の　部
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額



2

(1) 6,580,881

(2) 2,294,794

△ 43,194 2,251,600

(3) 16,192

(4) 3,073,428

11,922,101

290,939,895

3

(1)

イ 123,449,574

ロ 82,747

123,532,321

(2) 8,397

(3)

イ 1,229,648

1,229,648

124,770,366

4

(1)

イ 9,058,098

ロ 13,924

9,072,022

(2) 15,894

(3) 2,460,852

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

引 当 金 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　債　の　部
固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

前 払 金

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品



(4)

イ 109,633

109,633

(5) 116,026

11,774,427

5

(1) 206,430,459

(2) △ 86,418,547

120,011,912

256,556,705

6 24,907,325

7

(1)

イ 371,923

ロ 4,950,086

ハ 23,827

5,345,836

(2)

イ 2,600,000

ロ 1,530,029

4,130,029

9,475,865

34,383,190

290,939,895負 債 資 本 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

減 債 積 立 金

負 担 金

資　本　の　部

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

引 当 金 合 計



注記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

　１　資産の評価基準及び評価方法 　１　リース取引の処理方法

　　　たな卸資産の評価基準及び評価方法は移動平均法による。 　　　リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売

　２　固定資産の減価償却の方法 　　買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

 　（1）有形固定資産（リース資産は除く）は定額法による。 　　　リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃

 　（2）無形固定資産（リース資産は除く）は定額法による。 　　貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

 　（3）リース資産 　２　賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リー

　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 　　ス料相当額

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。 　　　１年内　　 3,227千円

　３　引当金の計上方法 　　　１年超　　 1,697千円

　 （1）退職給付引当金 　　　　計　　　 4,924千円

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当要支給額に

　　　相当する金額を計上している。 Ⅳ．その他の注記

　 （2）賞与等引当金 　１　引当金の取崩し

　　　　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれらに伴い発生する法定福利費の支払い 　 （1）退職給付引当金の取崩し

　　　に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額の 　　　　当事業年度において、退職手当として 207,358千円を支給する予定のため、退職

　　　うち当事業年度の負担に属する額（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上してい 　　　給付引当金 207,358千円を取り崩す見込みである。

　　　る。 　 （2）賞与等引当金の取崩し

　 （3）貸倒引当金 　　　　当事業年度において、期末手当、勤勉手当及びこれらに伴い発生する法定福利費

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上 　　　として 308,599千円を支給したため、賞与等引当金 82,325千円を取り崩した。

　　　している。

　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　予定貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度末日の翌日から起算して１年

　　以内に償還予定のものも含む。）のうち、繰出基準に基づき一般会計が負担すると見

　　込まれる額は 63,169,584千円である。


